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1) 増井健一・佐竹義昌編『交通桂済論』有斐閣， 19田年. 7ベ ジを参照一



























本源的需要としての交通需要も重要性を増しているJ (岡野編，前掲書， 26ヘー ジ〉。ただし，
これはほとんど旅客輸送のみに限られていると考えられよう。
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SP: 1955-82 SE~O.078 D.W~O.363 R'~O.981 





























































log T=且499+0.9661ogGNP(I-D，，)十0.4141ogGNP(D，) +2.448(1-D，) 
(42.04) (3.362) (4.151) 
R2=0.9933 D.W =1.002 SE=0.0483 SP: 1955-82 
(D，，: 1 %5-72年度=0，1973~82年度=1)
以上の計算結果で示されているように，貨物輸送量対 GNPの掠性値は，




の減退である。 1955~82年度の 2 次トレY ド推定結果が次の通りである。
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註運輸省『運輸経済統計要覧』による計算t作成.単位は百万トンキロ。


















量が 15，031.1百万トンキロに上昇した。 ところが，石油危機に襲われ， 1973， 
74，万年三年連続減退し，戦後初めてマイナスの記録となった。その後，再び
急速な回復をみせた。期間別に推定すると，次ω結果になる。
1955~72年度 log T， ~3.80+ 1.831og GNP 
(61.67) 
R'~O.9958 D.W~0.9342 SE~0.062 
1972~82年度 log T， ~7.94+0 お log GNP 
(4.89) 
R'~0.727 D.W~0.58 SE~O.077 






log T， ~7目48+ 1.Q04Iog GNP 
(32.40) 






戦後日本の貨物輸送に関する統計的分析 ( 9) 9 
log T，=7.393+1.0281og GNP十0.1478DD，-O.2065 DD"， 82
(36.445) (1.6563) (-3.0298) 
R'=0.9844 D.W=0.8208 SE=0.068 SP: 1955~82 






いないが， その土昇率が， ほかのいずれの交通機関よりも高い。 それと実質
GNPとの回帰モデルは，次の通りである。
log T，= -8.471 +2.941og GNP 
(37.49) 




1955~73年度・ log T，= -9.059+3.I081og GNP 
(23.75) 
R2ニ 0.9708 D.W=0.2798 SE=0.296 
(T，= -42.8+1.608 GNP R2=0.917 D.W=0.152 SE-12.73) 
1974~82年度 log T，= -7.895+2.7991og GNP 
(22.24) 
R2=O.986 D.W=1.455 SE=O.045 
(T，= -412.2十5.549GNP R2=O.978 D.W=I.092 SE=12.94) 
以上の推定結呆がFすように，航空貨物輸送量実質 GNPの弾性値において
は， 1973年度以前は1974年度以降より高いが， ( )内の式て推定した増加の絶
対量においては，逆の結果が見られた。すなわち，平均年上昇率で見ると，実
質 GNPが 1%を増加すると， 1973年度以前では，航空貨物輸送量が3.1%を
10 (10) 第135巻第ト2号
増加したのに対し， 1974年度以降では， 2.8%を増加することになった。 とこ
ろが，絶対量で見ると，実質 GNPが1ポイント(指数による推定)を増加す





















































































国鉄 1民鉄 営業 1自家
内航海運 航空
1955 98.3 265.6 2日B 23.7 14.0 419.1 
1965 71.0 282.0 18.3 33.7 17.0 448.8 636.4 
1日70 66.7 321.3 17.3 60.5 19.5 416，6 633.9 
1975 71.7 328.7 18，0 55.3 19，2 406.1 789.9 
1980 73.4 303.9 16.5 62.3 20，6 444，1 881.0 








運官 指数 運賃 指室主
1963 3.44 40目3 9，8 28，6 24.3 50，0 
1964 3.42 39，9 9，  29，0 22，7 46，8 
1965 3.38 39，5 10，9 31.9 24.1 49.6 
1966 3.85 45.0 11.8 34，6 20，5 42.2 
1967 3，87 45，3 11.3 33，0 19，8 40.8 
1968 3，89 45，5 11，5 33，8 25，9 53.4 
1969 3.90 45，6 11，6 33.9 ' 22.6 46.5 
1970 3.89 45.4 11.6 33.9 20，1 41.4 
1971 3.86 45.2 11.6 33.9 21.3 44.0 
1972 3，85 45.1 11.8 34.5 22.5 46.3 
1973 3，96 46.3 11.8 34.6 27.1 55.7 
1974 4，46 52.1 14，4 42.0 33.9 69.9 
1975 4.95 57.9 16，7 48.8 43.3 89.1 
1976 5.84 68.2 21.7 63.5 48.0 98，8 
1977 7.25 84.7 26.6 77，7 48.8 100.5 
1978 7.33 85，7 27.4 80.1 48，1 99.0 
1979 8.03 93.8 30.5 89，4 46.4 95.6 
1980 8.55 100.0 34.2 100.0 48.5 100，0 
1981 8.93 104.4 36.9 107.9 51.5 106，0 






14 (14) 第 135巻第1・2号
いるよ号に国鉄貨物運賃が極bて低<.自動車貨物運賃がかなり高いのである。
ただし，国鉄の低運賃は，国鉄貨物輸送が長距離を主とすることによるもので
ある。しかも，第 2 表が示しているように 1963~82年度の聞の貨物輸送運賃は，








国鉄 (1963~82年度) : 
log T目 ~12.66-0.42651og GNP-0.5日9710g(T.p/P) 
( -5.08) 1ー.86)
R'~0.64 D.W~0.309 SE=0.141 
民鉄 (1963~82年度) : 
log T，=7.514-0.18951og GNP-O.35481og (T，p/P) 
(-4月日7) ー17.78)
R'~0.9893 D.W~O.765 SE~O.0764 
鉄道全体Cl963~82年度) : 
log T， ~12.6-0.41061og GNP-0.54251og (T，p/P) 
(-5.016) (-2.116) 










log T2 =4.634+ 1.439 log GNP -O.636Iog CT，p/P) 
(27.01) (-3.73) 
R'=0.9776 D.W=0.7952 SE=0.089 
比絞:log T，=1.625+1.436Iog GNP 
(20.56) 




T.p 国鉄貨物輸送運賃価格， TbP 民鉄貨物輸送運賃価格， T1P:鉄道貨物輸
送運賃価格， T2p:自動車貨物輸送運賃価格;いずれも「貨物運賃収入 貨物
輸送トンキ戸」による計算を指数化したものであり， 1980年度=1000 GNP:実











8) ただし， 高度成長期においては， 国鉄の貨物輸送量が上昇を続けてきたので 次のように，
GNPのハラメーターがプラスであった。
log Ta=l0.481寸O.1181ogGNP 0.4931og (TapjP) 
(2.27) (-1.49) 





















































12) 詳細は，木村秀政・増井健一編『日本の航空輸送』東洋経済新報社， 1979竿， 105ヘ ク，付
属統計表18.士回E樹『航空輸送の経済全』早稲田大学出版部， 1981年， 40--42， 51...52ベー ジ
などを参照。
13) 木村増井漏，前掲書， 56へージ。
14) 詳細については，木村・増井楓前掲吉.60-64へ ジ，太田，前掲書， 40-4品目-52ペー
ジなどを参照ゆ
































戦後日本の貨物輸送に関する統計的分析 (19) 19 
性を生かして発展してきたことを示してい墨。これに対して産業構造の変化や
生活様式の変化に有効に対応できず，価格が非弾力的で，かっ特性を生かしき
れなかった交通機関は衰退を余儀なくされしつつある。今後，各交通機関は，産
業構造，生活様式の変化を正確に予測し，需要の価格弾力性を高め，特性を生
かした上で，役割分担と相主協力のシステムを模宗すべきであろう。
(1984年11月脱稿〕
